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地区計画の届出とは 

地区整備計画の区域内において、建築計画や、建物の用途の変更などが、地区計画の内容に沿って

行われているかどうかを審査する制度です。 

建築計画や、用途の変更をするときは、事前に区長に建築計画等の届出をしてください。 

区長は、建築計画等が地区計画に適合しているか審査を行い、届出の内容が地区計画に適合してい

ないと判断した場合は、地区計画に適合してもらうよう勧告します。 

なお、届出勧告制度と並行して、地区計画の内容で、建築物に関する事項の内、特に重要な項目に

ついては建築条例に定めます。建築計画等が条例に適合していないと、建築確認はされず、建物を建

てることができません。 

届出の必要な行為 

① 土地の区画形質の変更（道路・宅地の造成など） 

② 建築物の建築（新築・増改築など） 

③ 工作物の建設（広告塔の設置・簡易な立体駐車場・鉄道の囲いなど） 

④ 建築物等の用途の変更 

⑤ 建築物等の形態又は意匠の変更 

■ 地区整備計画の区域内において、上記①～⑤の行為を行うときは、建築確認申請前で、工事着手

の 30 日前までに区長に届出を行ってください。 

■ 墨田区良好な建築物と市街地の形成に関する指導要綱（以下、「開発指導要綱」と表記）の適用

対象となる計画については、開発協議申請とほぼ同時期に、地区計画の届出を行ってください。 

届出の必要な区域 
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地区整備計画区域指定日 

平成 20 年３月７日 
区域Ａ、区域Ｂ、 
鉄道施設地区 

平成 24 年５月 22 日 区域Ｃ、区域Ｄ 

平成 27 年１月 13 日 区域Ｅ、区域Ｆ 
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届出の方法 

届出に必要な書類、届出の時期及び届出先は次のとおりです。 

１ 提出書類 

地区計画の区域内における行為の届出書・・・・・・・・・正副各１部 

設計図書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・正副各１部 

届出書のほかに、行為に応じて下表の図書を添付していただきます。 

行為の種別 図 面 縮 尺 備   考 

ア イ～オに共通 案内図 適宜 方位、道路及び目標となる地物等を表示 

イ 
土地の区画形質の 

変更 

区域図 1/1,000 以上 
当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び 

その周辺の公共施設の状況等を表示 

設計図 1/100 以上  

ウ 
建築物の建築 

工作物の建設 

配置図 1/100 以上 敷地内における建築物等の位置を表示 

立面図 1/50 以上 
屋根及び外壁の材質、色彩等を表示 

二面以上 

平面図 1/50 以上 各階の物（工作物の場合は不要） 

エ 
建築物等の意匠の 

変更 

配置図 1/100 以上 ウに同じ 

立面図 1/50 以上 
屋根及び外壁の材質、色彩等を表示 

二面以上 

オ 
門若しくは塀垣若

しくは柵の設置 

配置図 1/100 以上 敷地内における門、垣等の位置、材質等を表示 

立面図 1/50 以上  

カ その他必要と認める書類 

◇届出の内容に変更があるときは、変更届出書に変更内容に関する図書を添付して提出して下さい。 

◇代理人が届出を行う場合は、委任状が必要です。 

 

２ 届出の時期 

（１）建築確認申請を必要としない行為の場合 

工事着手の 30 日前までに届出をしてください。 

（２）建築確認申請を必要とする行為の場合 

建築確認申請前で、工事着手の 30 日前までに届出をしてください。 

なお、開発指導要綱の適用対象となる計画については、開発協議申請とほぼ同時期に届出をしてください。 

（３）届出の内容に変更があるとき 

上記（１）（２）に準じて変更届を、変更に係る行為に着手する日の 30 日前までに提出してください。 

 

３ 届出先 

墨田区都市計画部都市計画課 景観・まちづくり担当 

〒130-8640 墨田区吾妻橋 1-23-20 

℡ 03-5608-6266 
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届出から工事着手まで 
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土地利用の方針 

押上・とうきょうスカイツリー駅周辺地区は、次のとおり土地地用の方針が定められています。

この土地利用方針に留意した上で、それぞれの地区整備計画を遵守してください。 

 

連続立体交差事業による南北市街地の一体化や交通結節点としての機能の強化を図るとともに、大規模用

地の開発を中心に、土地の高度利用を促進して商業・業務・文化機能及び良質な都市型住宅の導入と防災性

の向上を図る。 

地区を４つの土地利用ゾーンに区分し、特性に応じた機能分担を図り、そのため、各ゾーンにおける個々

の事業による開発を調整し、新タワーを中心とした高層の市街地を形成するとともに、公開空地等を確保し、

魅力的でゆとりある市街地を形成する。また、ゾーン内外にわたって歩行者が安全で快適に移動できるよう、

ユニバーサルデザインに配慮した人にやさしい空間の形成に配慮する。 

（ゾーン別土地利用方針） 

新タワーゾーン（地区整備計画 A・B 鉄道施設地区） 

広域総合拠点の中枢として、土地区画整理事業を

活用して道路や交通広場の都市基盤整備を行うとと

もに、新タワーのシンボル性を活かした観光・防災

機能の強化を図り、商業・業務機能を核とした下町

文化と都市文化が融合した新しい文化を発信する商

業・業務地区の形成を図る。 

自転車駐車場、レンタサイクル施設等を整備し、

安全で円滑に多様な交通手段が利用できる利便性の

高い交通結節点の形成を図る。 

また、環境への負荷を低減する地域冷暖房施設等

の整備を推進する。 

機能再生ゾーン（地区整備計画の指定なし） 

市街地再開発事業等により土地の高度利用を促進するとともに、交通広場等の公共施設整備を推進し、高

度な商業・業務・文化・住宅機能の総合的な整備を図る。また、主要生活道路の整備、建物の不燃化により

災害に強いまちづくりを推進するとともに、共同化等により下町情緒を活かした日常生活空間を再生し、良

好な環境を確保した複合地区の形成を図る。 

にぎわいゾーン（地区整備計画 C・D・E・F 地区） 

未完成である幹線道路の押上通りや浅草通り及び地区幹線道路を整備するとともに、共同化の誘導によ

り沿道の土地利用を促進し、商業・業務・流通施設と集合住宅による複合利用を誘導する。合わせて、不燃

化を促進して、延焼遮断帯機能や避難路の機能の向上を図っていく。 

新タワーと浅草につながる地域の商店街については、観光交流に資する商業及び業務施設を誘導し、駅前

については、生活利便に資する商業施設の集積を図ることにより、連続性と賑わいのある複合地区として整

備する。 

また、回遊を誘発するため、地域の特色である下町情緒を活かした良好な街並みの形成を図るとともに、

安全で快適な歩行者空間を確保するため、歩道の改良整備、快適な買い物環境の整備、自転車駐車場や広場

等の共同施設等の商店街環境整備を推進する。 

水と緑ゾーン（地区整備計画の指定なし） 

北十間川を舟運が可能な河川として整備する。また、江東内部河川整備計画に基づき親水空間を整備し、

景観と緑の基本軸として水と緑の潤いある景観を形成する。 

 

 

  

にぎわいゾーン 

にぎわいゾーン 
水と緑のゾーン 

にぎわいゾーン 

機能再生ゾーン 

新タワーゾーン 
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地区整備計画の内容 

この地区整備計画区域内では、７つに区分された地区ごとに地区整備計画の内容が定められています。 

 

新タワーゾーン 

〔参考〕土地利用の方針（再掲：4 ページから抜粋） 

土地利用方針に留意した上で、地区整備計画を遵守してください。 

広域総合拠点の中枢として、土地区画整理事業を活用して道路や交通広場の都市基盤整備を行うとともに、新タワーのシン

ボル性を活かした観光・防災機能の強化を図り、商業・業務機能を核とした下町文化と都市文化が融合した新しい文化を発信

する商業・業務地区の形成を図る。 

自転車駐車場、レンタサイクル施設等を整備し、安全で円滑に多様な交通手段が利用できる利便性の高い交通結節点の形成を図る。 

また、環境への負荷を低減する地域冷暖房施設等の整備を推進する。 

Ａ地区（平成 20 年３月７日 地区整備計画区域指定） 

建築物等の用途の制限 

健全な地域環境の形成を図るため、風俗営業施設の建築及び用途の変更はできません。 

建築物の敷地面積の最低限度 

狭小敷地に分割されることを防ぐため、敷地面積は 3,000 ㎡以上としなければなりません。 

（適用除外されるもの） 

・公衆便所、巡査派出所などの公益上必要な建築物の敷地として使用する土地 

・土地区画整理事業による換地面積が 3,000 ㎡未満の場合は、当該換地面積を敷地の最低限度とします 

壁面の位置の制限 

ゆとりある歩行者空間の確保を図るため、建築物を建築するときは、墨田区画街路第５号線道路境界から５ｍ

以上後退しなければなりません。（※８ページの図「地区整備計画区域内（新タワーゾーン）における壁面の位置の制限につい

て」を参照） 

（適用除外されるもの） 

・上階部の歩行者通行施設、階段、スロープなど円滑な歩行者ネットワークの形成に資する建築物の部分 

・地下と地上を結ぶ階段等、公益上・防災上必要なもの 

・風雨や落下物から歩行者を防護し、歩行者の快適性および安全性を高めるために設ける庇、その他これに類するもの 

・地盤面下の部分 

・給排気施設の部分 

建築物の高さの最高限度 

建築物の高さは 150ｍを越えることはできません。 

（適用除外されるもの） 

・高架の工作物内に設ける建築物（新タワーに限る）の部分 

F 地区 

E 地区 

F 地区 

A 地区 

鉄道施設地区 
C 地区 

B 地区 

D 地区 

C 地区 
C 地区 
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建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

秩序ある街並みの形成を図るため、建築物等の外壁などの意匠、色彩等や配管類、室外機及び屋上に設置さ

れる機器・設備などは、景観的調和に配慮することが必要です。また、屋上及び壁面の位置の制限部分には、

広告物、看板等の設置ができません。 

その他当該地区の整備・開発及び保全に関する方針 

新タワーのシンボル性を活かした観光・防災機能の強化や、歩行者の安全で快適なネットワークを形成する

ため、次の方針に基づく空間又は通路の整備について墨田区と協議をしてください。（※８ページの図「（参考図）

その他新タワーゾーンの整備・開発及び保全に係る方針について」を参照） 
・平常時は交流空間として、災害時には来街者等の一時的な避難空間として活用する防災広場を建築物の上階部分に整備

し、それを核として、他の地区施設等と併せ地区全体で約１ｈａの防災空間の整備を図る。 

・地区内及び地区周辺の自動車交通の円滑化のために街区内に交通ロータリーや街区内通路の整備を図る。 

・とうきょうスカイツリー駅と押上駅間を連絡する歩行者空間として、幅員約４ｍ、延長約 400ｍの東西通路の整備を図る。 

・新タワーは落下物の防止に有効な措置を講じるとともに、落下物に対する防護施設の整備を図る。 

 

Ｂ地区（平成 20 年３月７日 地区整備計画区域指定） 

建築物等の用途の制限 

健全な地域環境の形成を図るため、風俗営業施設の建築及び用途の変更はできません。 

建築物の敷地面積の最低限度 

狭小敷地に分割されるのを防ぐため、敷地面積は 500 ㎡以上としなければなりません。 

（適用除外されるもの） 

・公衆便所、巡査派出所などの公益上必要な建築物の敷地として使用する土地 

・土地区画整理事業による換地面積が 500 ㎡未満の場合は、当該換地面積を敷地の最低限度とします 

壁面の位置の制限 

ゆとりある歩行者空間の確保を図るため、建築物を建築するときは、墨田区画街路第５号線道路境界及び公

園境界から３ｍ以上、また区画整理事業界から４ｍ以上後退しなければなりません。（※８ページの図「地区整備

計画区域内（新タワーゾーン）における壁面の位置の制限について」を参照） 

（適用除外されるもの） 

・上階部の歩行者通行施設、階段、スロープなど円滑な歩行者ネットワークの形成に資する建築物の部分 

・地下と地上を結ぶ階段等、公益上・防災上必要なもの 

・風雨や落下物から歩行者を防護し、歩行者の快適性および安全性を高めるために設ける庇、その他これに類するもの 

・地盤面下の部分 

・給排気施設の部分 

建築物の高さの最高限度 

建築物の高さは 150ｍを越えることはできません。 

（適用除外されるもの） 

・高架の工作物内に設ける建築物（新タワーに限る）の部分 

建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

秩序ある街並みの形成を図るため、建築物等の外壁などの意匠、色彩等や配管類、室外機及び屋上に設置さ

れる機器・設備などは、景観的調和に配慮することが必要です。また、屋上及び壁面の位置の制限部分には、

広告物、看板等の設置ができません。 

その他当該地区の整備・開発及び保全に関する方針 

新タワーのシンボル性を活かした観光・防災機能の強化や、歩行者の安全で快適なネットワークを形成する

ため、歩行者ネットワークの形成を見込む幅員４ｍ程度の道路沿道における、幅員約２ｍの歩行者空間の整備

について墨田区と協議をしてください。（※８ページの図「（参考図）その他新タワーゾーンの整備・開発及び保全に係る

方針について」を参照） 
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鉄道施設地区（平成 20 年３月７日 地区整備計画区域指定） 

建築物等の用途の制限 

鉄道施設及びそれに付属するもの、鉄道高架の工作物内に設ける施設以外の建築物を建ててはいけません。 

風俗営業施設の建築及び用途の変更はできません。 

建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

秩序ある街並みの形成を図るため、建築物等の外壁などの意匠、色彩等や配管類、室外機及び屋上に設置さ

れる機器・設備などは、景観的調和に配慮することが必要です。また、屋上及び壁面の位置の制限部分には、

広告物、看板等の設置ができません。 

その他当該地区の整備・開発及び保全に関する方針 

新タワーのシンボル性を活かした観光・防災機能の強化や、歩行者の安全で快適なネットワークを形成する

ため、来訪者及び駅利用者のための街角空間としての広場の整備について墨田区と協議をしてください。（※

次ページの図「（参考図）その他新タワーゾーンの整備・開発及び保全に係る方針について」を参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地区整備計画区域内（新タワーゾーン）における地区施設の配置及び規模 

 

  

交通広場 

押上駅 

広場３号 

広場２号 

歩道状空地 

広場１号 

押上一丁目 

公  園 （約１,９３０㎡） 
広場１号（約 ５００㎡） 
広場２号（約 ６００㎡） 
広場３号（約 ７００㎡） 
歩道状空地（幅員： ２ｍ／延長：約３５０ｍ） 
南北通路 （幅員：約４ｍ／延長：約 １２ｍ） 

公園 

放
射

線
街

路
第

１
１

４
号

線
 

２
６

Ｍ
 

４
車

線
 

交通広場 
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地区整備計画区域内（新タワーゾーン）における壁面の位置の制限について 

 

 

（参考図）その他新タワーゾーンの整備・開発及び保全に係る方針について 

 

  

交通広場 

押上駅 

交通ロータリー 

防災広場 

放
射

線
街

路
第

１
１

４
号

線
 

交通広場 

凡例 

防災広場 

交通ロータリー 

広場 

街区内通路 

東西通路 

歩行者空間 

広場 
押上一丁目 

２
６

Ｍ
 

４
車

線
 

壁面の位置の制限 

後退距離 
都市計画道路及び 

公園区域界から 3.0ｍ 

後退距離 
区画整理事業界から 4.0ｍ 

後退距離 
都市計画道路界から 5.0ｍ 

 

交通広場 

押上駅 

押上一丁目 

放
射

線
街

路
第

１
１

４
号

線
 

２
６

Ｍ
 

４
車

線
 

交通広場 
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にぎわいゾーン 

〔参考〕土地利用の方針（再掲：4 ページから抜粋） 

土地利用方針に留意した上で、地区整備計画を遵守してください。 

未完成である幹線道路の押上通りや浅草通り及び地区幹線道路を整備するとともに、共同化の誘導により沿道の土地利用

を促進し、商業・業務・流通施設と集合住宅による複合利用を誘導する。合わせて、不燃化を促進して、延焼遮断帯機能や避

難路の機能の向上を図っていく。 

新タワーと浅草につながる地域の商店街については、観光交流に資する商業及び業務施設を誘導し、駅前については、生活

利便に資する商業施設の集積を図ることにより、連続性と賑わいのある複合地区として整備する。 

また、回遊を誘発するため、地域の特色である下町情緒を活かした良好な街並みの形成を図るとともに、安全で快適な歩行

者空間を確保するため、歩道の改良整備、快適な買い物環境の整備、自転車駐車場や広場等の共同施設等の商店街環境整備を

推進する。 

C 地区（平成 24 年５月 22 日 地区整備計画区域指定） 

建築物等の用途の制限 

健全な地域環境の形成を図るため、風俗営業施設の建築及び用途の変更はできません。 

建築物の敷地面積の最低限度 

狭小敷地に分割されることを防ぐため、敷地面積は 60 ㎡以上としなければなりません。 

（適用除外されるもの） 

・公衆便所、巡査派出所などの公益上必要な建築物の敷地として使用する土地 

・この制限の適用を受ける日以前に、60 ㎡未満であったもの 

また、その敷地は、相続や売却をすることができますが、建築する場合は敷地を分割して建築することはできません。 

建築物の高さの最高限度 

建築物の高さは 35ｍを越えることはできません。 

（適用除外されるもの） 

・現に存在する 35ｍを超える建築物において、その建築物の高さを超えない範囲で建替えされたもので区長が許可したもの 

建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

秩序ある街並みの形成を図るため、建築物等の外壁などの意匠、色彩等は、景観的調和に配慮することが必

要です。また、屋上には、軽微な自家用広告物を除き、広告物、看板等の設置ができません。 

 

D 地区（平成 24 年５月 22 日 地区整備計画区域指定） 

建築物等の用途の制限 

健全な地域環境の形成を図るため、風俗営業施設の建築及び用途の変更はできません。 

建築物の敷地面積の最低限度 

狭小敷地に分割されることを防ぐため、敷地面積は 60 ㎡以上としなければなりません。 

（適用除外されるもの） 

・公衆便所、巡査派出所などの公益上必要な建築物の敷地として使用する土地 

・この制限の適用を受ける日以前に、60 ㎡未満であったもの 

また、その敷地は、相続や売却をすることができますが、建築する場合は敷地を分割して建築することはできません。 

建築物の高さの最高限度 

建築物の高さは 22ｍを越えることはできません。 

（適用除外されるもの） 

・現に存在する22ｍを超える建築物において、その建築物の高さを超えない範囲で建替えされたもので区長が許可したもの 

建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

秩序ある街並みの形成を図るため、建築物等の外壁などの意匠、色彩等は、景観的調和に配慮することが必

要です。また、屋上には、軽微な自家用広告物を除き、広告物、看板等の設置ができません。 
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E 地区（平成 27 年１月 13 日 地区整備計画区域指定） 

建築物等の用途の制限 

健全な地域環境の形成を図るため、風俗営業施設の建築及び用途の変更はできません。 

建築物の敷地面積の最低限度 

狭小敷地に分割されることを防ぐため、敷地面積は 60 ㎡以上としなければなりません。 

（適用除外されるもの） 

・公衆便所、巡査派出所などの公益上必要な建築物の敷地として使用する土地 

・この制限の適用を受ける日以前に、60 ㎡未満であったもの 

また、その敷地は、相続や売却をすることができますが、建築する場合は敷地を分割して建築することはできません。 

建築物の高さの最高限度 

建築物の高さは 28ｍを越えることはできません。 

（適用除外されるもの） 

・現に存在する 28ｍを超える建築物において、その建築物の高さを超えない範囲で建替えされたもので区長が許可したもの 

建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

秩序ある街並みの形成を図るため、建築物等の外壁などの意匠、色彩等は、景観的調和に配慮することが必

要です。また、屋上には、軽微な自家用広告物を除き、広告物、看板等の設置ができません。 

 

F 地区（平成 27 年１月 13 日 地区整備計画区域指定） 

建築物等の用途の制限 

健全な地域環境の形成を図るため、風俗営業施設の建築及び用途の変更はできません。 

建築物の敷地面積の最低限度 

狭小敷地に分割されることを防ぐため、敷地面積は 60 ㎡以上としなければなりません。 

（適用除外されるもの） 

・公衆便所、巡査派出所などの公益上必要な建築物の敷地として使用する土地 

・この制限の適用を受ける日以前に、60 ㎡未満であったもの 

また、その敷地は、相続や売却をすることができますが、建築する場合は敷地を分割して建築することはできません。 

建築物の高さの最高限度 

建築物の高さは 22ｍを越えることはできません。一部区域のみ 22ｍ・第３種高度地区があります。 

（※18 ページの図「建築物の高さの最高限度について」を参照） 

東京都市計画高度地区による第３種高度地区の指定区域内における建築物の各部分の高さは、22ｍの範囲

内で次のとおりとなります。 

（1）当該部分から前面道路の反対側の境界線、又は隣地境界線までの真北方向の水平距離が８メートル以内

の範囲においては、当該水平距離の 1.25 倍に 10 メートルを加えたもの以下 

（2）当該真北方向の水平距離が８メートルを超える範囲においは、当該水平距離から８メートルを減じたも

のの 0.6 倍に 20 メートルを加えたもの以下 

（適用除外されるもの） 

・現に存在する 22ｍを超える建築物において、その建築物の高さを超えない範囲で建替えされたもので区長が許可したも

の（斜線型は除く） 

建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

秩序ある街並みの形成を図るため、建築物等の外壁などの意匠、色彩等は、景観的調和に配慮することが必

要です。また、屋上には、軽微な自家用広告物を除き、広告物、看板等の設置ができません。 
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参考 
 

地区計画の計画書 

東京都市計画地区計画の変更（墨田区決定） 

都市計画押上・業平橋駅周辺地区地区計画を次のように変更する。       は変更箇所 

名  称 押上・とうきょうスカイツリー駅周辺地区地区計画 

位  置

※ 

墨田区向島一丁目、向島三丁目、向島四丁目、押上一丁目、押上二丁目、押上三丁目、吾妻橋三丁目、

業平一丁目、業平二丁目、業平三丁目、業平四丁目及び東駒形四丁目各地内 

面  積

※ 
約３５．２ha 

地
区
計
画
の
目
標 

当地区は墨田区のほぼ中央に位置し、上野・浅草から吾妻橋地区を経て当地区に至る区中心核軸と、錦

糸町駅周辺地区から曳舟駅周辺地区に至る南北軸の交差する位置にあるとともに、墨田区都市計画マスタ

ープランにおいて「広域総合拠点」に位置づけられている。また、東西、南北の景観と緑の基本軸の交差する

位置にあるとともに、交通上の結節点であり、本区の都市構造上極めて枢要な位置を占めている。 

新タワーを活かした区内各所への観光の入口として、また防災の拠点として、今後、その位置にふさわしい

整備が求められており、「都市文化を楽しむまち」、「安全安心で災害に強いまち」、「地球にやさしい水と緑の

まち」、「人にやさしい移動しやすいまち」を将来都市像として掲げ、商業・業務・文化・住宅の複合開発による

新しい拠点の形成を目指している。 

（４つの将来都市像） 

１．都市文化を楽しむまち 

・ 先進性のシンボルとなる新タワーを中心として、人々を楽しませるこれまでにないエンターテイメント空間 

・ すみだの伝統を踏まえた下町情緒を感じさせる街並みを表現しながら、地域の歴史的観光資源へと

導く玄関口 

２．安全安心で災害に強いまち 

・ 緑あふれるオープンスペースを活用した災害時の避難空間 

・ 広域的な情報発信拠点 

・ 防災活動の推進に資するシンボル性を有した防災空間 

３．地球にやさしい水と緑のまち 

・ 人と自然との調和を図るため、公園・緑地と北十間川が一体となった水と緑の景観を形成する魅力

的な水辺空間 

・ 最新の省エネ技術、屋上緑化、雨水利用、リサイクルシステムなどの導入による環境への負荷の小

さい持続可能な都市 

４．人にやさしい移動しやすいまち 

・ 外国人や高齢者などさまざまな来街者に対応するため、安全でわかりやすい移動空間 

・ 多様な交通手段を提供する便利な交通結節点 

このため、関連する公共施設の整備と連携を図りながら、地区計画を導入することによって、地区の特性に

応じた適正かつ合理的な土地利用と空地の確保を誘導することにより、「広域総合拠点」にふさわしい良質な

複合市街地形成の実現を図る。 
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区

域

の
整

備

・
開

発

及

び
保

全

に
関

す

る
方

針 

土
地
利
用
の
方
針 

連続立体交差事業による南北市街地の一体化や交通結節点としての機能の強化を図るとともに、大規模

用地の開発を中心に、土地の高度利用を促進して商業・業務・文化機能及び良質な都市型住宅の導入と防

災性の向上を図る。 

地区を４つの土地利用ゾーンに区分し、特性に応じた機能分担を図る。そのため、各ゾーンにおける個々の

事業による開発を調整し、新タワーを中心とした高層の市街地を形成するとともに、公開空地等を確保し、魅

力的でゆとりある市街地を形成する。また、ゾーン内外にわたって歩行者が安全で快適に移動できるよう、ユ

ニバーサルデザインに配慮した人にやさしい空間の形成に配慮する。 

（ゾーン別土地利用方針） 

１．新タワーゾーン 

広域総合拠点の中枢として、土地区画整理事業を活用して道路や交通広場の都市基盤整備を行うとと

もに、新タワーのシンボル性を活かした観光・防災機能の強化を図り、商業・業務機能を核とした下町文化

と都市文化が融合した新しい文化を発信する商業・業務地区の形成を図る。 

自転車駐車場、レンタサイクル施設等を整備し、安全で円滑に多様な交通手段が利用できる利便性の

高い交通結節点の形成を図る。 

また、環境への負荷を低減する地域冷暖房施設等の整備を推進する。 

２．機能再生ゾーン 

市街地再開発事業等により土地の高度利用を促進するとともに、交通広場等の公共施設整備を推進

し、高度な商業・業務・文化・住宅機能の総合的な整備を図る。また、主要生活道路の整備、建物の不燃

化により災害に強いまちづくりを推進するとともに、共同化等により下町情緒を活かした日常生活空間を再

生し、良好な環境を確保した複合地区の形成を図る。 

３．にぎわいゾーン 

未完成である幹線道路の押上通りや浅草通り及び地区幹線道路を整備するとともに、共同化の誘導に

より沿道の土地利用を促進し、商業・業務・流通施設と集合住宅による複合利用を誘導する。合わせて、

不燃化を促進して、延焼遮断帯機能や避難路の機能の向上を図っていく。 

新タワーと浅草につながる地域の商店街については、観光交流に資する商業及び業務施設を誘導し、

駅前については、生活利便に資する商業施設の集積を図ることにより、連続性と賑わいのある複合地区と

して整備する。 

また、回遊を誘発するため、地域の特色である下町情緒を活かした良好な街並みの形成を図るととも

に、安全で快適な歩行者空間を確保するため、歩道の改良整備、快適な買い物環境の整備、自転車駐

車場や広場等の共同施設等の商店街環境整備を推進する。 

４．水と緑ゾーン 

北十間川を舟運が可能な河川として整備する。また、江東内部河川整備計画に基づき親水空間を整

備し、景観と緑の基本軸として水と緑の潤いある景観を形成する。 

地
区
施
設
の
整
備
の
方
針 

土地区画整理事業による都市基盤整備や街区開発及び連続立体交差事業に関連する公共施設整備と

併せて、歩行者の魅力的な滞留空間とそれらをつなぐ安全で快適なネットワークの形成を図る。 

１．公園 

・ 北十間川に面した公園については、水辺と一体となった魅力ある親水空間の創出に資する公園の整

備を図る。 

２．広場 

・ 来訪者を迎え入れる街角空間を形成するため、言問通り沿道部に広場の整備を図る。 

・ 都市計画街路をはさんで北十間川を臨む箇所については、河川空間と防災広場をつなぐ快適で魅

力ある憩いの空間を形成するため、広場の整備を図る。 

・ 多くの駅利用者が想定される押上駅前については、来訪者を迎える表玄関として魅力的な広場空

間を確保するため、交通広場と一体となった開放感あふれる広場の整備を図る。 

３．その他の公共空地 

・ 押上駅前、言問通り沿道部、北十間川沿いの滞留空間を安全で快適に結ぶ歩行者ネットワーク空

間として、道路と一体となった歩道状空地や、南北の市街地を安全に結ぶ歩行者空間として南北通

路の整備を図る。 
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区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

建
築
物
等
の
整
備
の
方
針 

来訪者が安全で快適に回遊し、先進性と歴史文化が融合した新たな都市文化を楽しむことのできるまちを

形成するため、次のように建築物等の整備の方針を定める。また景観については、すみだ中央エリア景観ガイ

ドライン及び墨田区景観計画によって公共施設や建築物等について、誘導を図る。 

１．健全な複合市街地の形成を図るため、建築物等の用途の制限を定める。 

２．敷地の細分化を防ぎ一体的な街区利用を促すために、建築物の敷地面積の最低限度を定める。 

３．安全で快適な歩行者ネットワーク空間の形成を図るため、壁面の位置の制限を定める。 

４．国際的な観光拠点に相応しい質の高い街並みや魅力的な景観の形成を図るため、建築物の高さの最高

限度及び建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める。 

そ
の
他
当
該
地
区
の
整
備
・開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

新タワーゾーンでは、新タワーのシンボル性を活かした観光・防災機能の強化や、歩行者の安全で快適な

ネットワークを形成するため、次のように当該地区の整備・開発及び保全に関する方針を定める。 

１．平常時は交流空間として、災害時には来街者等の一時的な避難空間として活用する防災広場を建築物

の上階部分に整備し、それを核として、他の地区施設等と併せ地区全体で約１ｈａの防災空間の整備を図る。 

２．地区内及び地区周辺の自動車交通の円滑化のために街区内に交通ロータリーや街区内通路の整備を図る。 

３．とうきょうスカイツリー駅と押上駅間を連絡する歩行者空間として、幅員約４ｍ、延長約４００ｍの東西通路

の整備を図る。 

４．歩行者ネットワークの形成を見込む幅員４ｍ程度の道路沿道に、幅員約２ｍの歩行者空間の整備を図る。 

５．新タワーは落下物の防止に有効な措置を講じるとともに、落下物に対する防護施設の整備を図る。 

６．来訪者及び駅利用者のための街角空間として、広場の整備を図る。 

地

区

整

備

計

画 

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模 

種
類 

名 称 面積及び幅員 延 長 備 考 

公
園 

公 園 約１,９３０㎡ － 新 設 

広
場 

広 場 １ 号 約５００㎡ － 
新 設 

ピロティ下部分を含める 

広 場 ２ 号 約６００㎡ － 新 設 

広 場 ３ 号 約７００㎡ － 新 設 

そ
の
他
の 

公
共
空
地 

歩道状空地 ２ｍ 約３５０ｍ 新 設 

南 北 通 路 約４ｍ 約１２ｍ 
新 設 

鉄道高架下を含める 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地
区
の
区
分 

名
称 

新 タ ワ ー ゾ ー ン に ぎ わ い ゾ ー ン 

Ａ 地 区 Ｂ 地 区 鉄道施設地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 Ｆ地区 

面
積 

約４．９ha 約１．７ha 約２．５ha 約８.３ha 約０.４ha 約２.５ha 約３.６ha 
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 Ａ 地 区 Ｂ 地 区 鉄道施設地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 Ｆ地区 

地

区

整

備

計

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建
築
物
等
の
用
途
の
制
限 

※ 

次に掲げる建築物は建築してはなら

ない。 

１．風俗営業等の規制及び業務の適

正化等に関する法律第２条第６項各

号、第７項各号及び同条第８項から

第１０項に掲げる風俗関連営業の用

に供するもの 

次に掲げる建

築物以外の建築

物は建築しては

ならない。 

１．鉄道事業法

第８条第１項に

規定する鉄道

施設及びそれ

に附属するもの 

２．鉄道の高架の

工作物内に設

ける施設。ただ

し風俗営業等

の規制及び業

務の適正化等

に関する法律

第 ２ 条 第 ６ 項

各 号 、 第 ７ 項

各号及び同条

第８項から第１０

項に掲げる風

俗関連営業の

用に供するもの

は除く。 

３．上記１、２以外

で区長が公益

上やむを得な

いと認めたもの 

次に掲げる建築物は建築してはなら

ない。 

１．風俗営業等の規制及び業務の適

正化等に関する法律第２条第６項各

号、第７項各号及び同条第８項から

第１０項に掲げる風俗関連営業の用

に供するもの 

建
築
物
の
敷
地
面
積
の
最
低
限
度 

３,０００㎡とする。 

ただし、次の各

号のいずれかに該

当する敷地につい

ては、この限りでは

ない。 

１．公衆便所、巡

査派出所その

他これらに類す

る公益上必要

な建築物の敷

地として使用す

る土地 

２．土地区画整理

事業による換地

面積が３，０００㎡

未満の場合に

おいては、当該

換地面積を敷

地面積の最低

限度とする。 

５００㎡とする。 

ただし、次の各

号のいずれかに該

当する敷地につい

ては、この限りでは

ない。 

１．公衆便所、巡

査派出所その

他これらに類す

る公益上必要

な建築物の敷

地として使用す

る土地 

２．土地区画整理

事業による換地

面積が５００㎡

未満の場合に

おいては、当該

換地面積を敷

地面積の最低

限度とする。 

－ 

６０㎡とする。 

ただし、次に該当する敷地について

は、この限りではない。 

１．公衆便所、巡査派出所その他これ

らに類する公益上必要な建築物の

敷地として使用する土地 
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 Ａ 地 区 Ｂ 地 区 鉄道施設地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 Ｆ地区 

地

区

整

備

計

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

壁
面
の
位
置
の
制
限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱

及び門、塀は、計画図に示す壁面の

位置の制限を越えて建築してならな

い。ただし、以下の各号に掲げるものを

除く。 

１．上階部の歩行者通行施設、階段、

スロープなど円滑な歩行者ネットワ

ークの形成に資する建築物の部分 

２．地下と地上を結ぶ階段等、公益

上・防災上必要なもの 

３．風雨や落下物から歩行者を防護

し、歩行者の快適性および安全性

を高めるために設ける庇、その他こ

れに類するもの 

４．地盤面下の部分 

５．給排気施設の部分 

－ － 

建
築
物
の
高
さ
の
最
高
限
度 

建築物の高さは１５０ｍを超えては

ならない。ただし以下に掲げるものはこ

の限りではない。 

１．高架の工作物内に設ける建築物

（新タワーに限る）の部分 

－ 

建築物の高さは、次の値を超えては

ならない。ただし、以下に掲げるものは

この限りではない。 

１．地区計画の変更の告示日において

現に存する建築物又は現に建築、

修繕若しくは模様替の工事中の建

築物が当該規定に適合しない部分

を有する場合においては、当該建

築物の部分 

２．地区計画の変更の告示日において

現に存する建築物又は現に建築の

工事中の建築物のうち、その高さが

次の値を超えるもの（以下｢既存不

適格建築物等｣という。）に関し、ア

からウのすべてに該当すると区長が

認めたもの 

ア 建替え後の建築物の敷地面積

は、既存不適格建築物等の敷地

面積を下回らないこと。ただし、建

築基準法第８６条の９第１項各号

に掲げる事業の施行により変更が

生じた場合は、この限りでない。 

イ 建替え後の建築物の高さは、既

存不適格建築物等の高さを超え

ないこと。 

ウ 建替え後の建築物の絶対高さ

制限を超える建築物の部分の形

状及び規模は、既存不適格建築

物等の絶対高さ制限を超える建

築物の部分の形状及び規模と同

程度であること。 
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※は知事協議事項 

「区域、整備区域、地区の区分、地区施設の配置及び壁面の位置の制限は計画図に表示の通り」 

理由：広域総合拠点として適正かつ合理的な土地利用の誘導に向け、安全で快適な新たな歩行者ネットワークの形成

を図るとともに、駅名との整合を図るため地区計画を変更する。 

 

 

地区計画変更の経緯 

 

日付 内容 

平 成 20 年 ３月 ７日 地区計画の都市計画決定（押上・業平橋駅周辺地区地区計画） 

地区整備計画（新タワーゾーンＡ・Ｂ・鉄道施設地区） 

平成 24 年５月 22 日 地区整備計画を追加（にぎわいゾーンＣ・Ｄ地区） 

平成 27 年１月 13 日 地区整備計画を追加（にぎわいゾーンＥ・Ｆ地区）  

平 成 28 年 ３月 ７日 区域の整備・開発及び保全に関する方針を変更 

令和元年 11 月１日 名称を変更（押上・とうきょうスカイツリー駅周辺地区地区計画） 

区域の整備・開発及び保全に関する方針を変更 

壁面の位置の制限を変更（新タワーゾーンＢ地区） 

 
  

 Ａ 地 区 Ｂ 地 区 鉄道施設地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 Ｆ地区 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建
築
物
の
高
さ
の
最
高
限
度 

 

－ 

３５ｍ ２２ｍ ２８ｍ ２２ｍ 

かつ、東京都市計画高度地区による

第３種高度地区の指定区域内におけ

る建築物の各部分の高さは、当該部

分から前面道路の反対側の境界線、

又は隣地境界線までの真北方向の水

平距離が８メートル以内の範囲にあっ

ては、当該水平距離の１．２５倍に１０

メートルを加えたもの以下とし、当該真

北方向の水平距離が８メートルを超え

る範囲にあっては、当該水平距離から

８メートルを減じたものの０．６倍に２０メ

ートルを加えたもの以下とする。 

建
築
物
等
の
形
態
又
は
色
彩 

そ
の
他
の
意
匠
の
制
限 

１．建築物等の外壁及び屋外広告物の形態、意匠、色彩

等については、街並みや周辺への景観的調和に配慮

し、連続性を持った外観とする。 

２．新タワーはシンボルにふさわしい遠景、近景に配慮する。 

３．屋上及び壁面の位置の制限部分には、広告物、看板

等を設置してはならない。ただし、公益上必要なもの、地

域の利便性向上・活性化・にぎわい向上等に資するもの

はこの限りではない。 

４．配管類、室外機及び屋上に設置される機器・設備は、

景観に配慮した位置や目隠し等の工夫を図る。 

１．建築物等の外壁及び屋外広告物

の形態、意匠、色彩等については、

街並みや周辺への景観的調和に配

慮し、連続性を持った外観とする。 

２．屋上には、広告物、看板等を設置

してはならない。ただし、公益上必

要なもの、地域の利便性向上・活性

化・にぎわい向上等に資するもの及

び東京都屋外広告物条例第１３条

第１項第５号に掲げる自家用広告

物であって同条例の規則で定める

基準に適合するものはこの限りでは

ない。 
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地区計画 土地利用方針区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区整備計画区域内（新タワーゾーン）における地区施設の配置及び規模 

 

交通広場 

押上駅 

広場３号 

広場２号 

歩道状空地 

広場１号 

押上一丁目 

公  園 （約１,９３０㎡） 
広場１号（約 ５００㎡） 
広場２号（約 ６００㎡） 
広場３号（約 ７００㎡） 
歩道状空地（幅員： ２ｍ／延長：約３５０ｍ） 
南北通路 （幅員：約４ｍ／延長：約 １２ｍ） 

公園 

にぎわいゾーン 

にぎわいゾーン 
水と緑のゾーン 

にぎわいゾーン 

機能再生ゾーン 

新タワーゾーン 

放
射

線
街

路
第

１
１

４
号

線
 

２
６

Ｍ
 

４
車

線
 

交通広場 
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地区整備計画区域内（新タワーゾーン）における壁面の位置の制限について 

 

 

（参考図）建築物の高さの最高限度の制限について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

壁面の位置の制限 

後退距離 
都市計画道路及び 

公園区域界から 3.0ｍ 

後退距離 
区画整理事業界から 4.0ｍ 

後退距離 
都市計画道路界から 5.0ｍ 

 

交通広場 

押上駅 

押上一丁目 

F 地区 
22m・第３種高度地区 

凡例 

 地区計画区域 

 地区整備計画区域 

 
F 地区 
22m 

鉄道施設地区 

C 地区 
35m 

F 地区 
22m 

B 地区 
150m 

A 地区 
150m 

D 地区 
22m 

C 地区 
35m C 地区 

35m 

E 地区 
28m 

放
射

線
街

路
第

１
１

４
号

線
 

２
６

Ｍ
 

４
車

線
 

交通広場 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

 

墨田区都市計画部都市計画課 

〒130-8640 墨田区吾妻橋 1-23-20 

℡ 03-5608-6266 


